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[I]序

開発途上国の研究にあたって,農業のはたす役

割が重視されるようになって以来,今日にいたる

まで数多くの興味ある研究が発表されてきている。

これらの中には,農家をめぐる経済行動にふれて

いるものも少なくない。あるものは主として農家

の生産活動に興味を示し,他のものは農業の技術

革新にともなう農家の階層分化に着目している。

これらの研究が,マクロ的な経済政策の視点から

みて極めて重要なものであることはいうまでもな

いが,それと併行して農家行動というミクロ的な

視点から開発途上国の農業問題を研究してみるこ

ともそれなりに意義のあるところであろう。

農家行動の計量分析は,わが国においてかなり

積極的にすすめられてきた。その重要な理由の1

つは, 『農家経済調査』という綜合的な調査が毎

年利用可能であるという資料的条件に見出すこと

が出来る。この調査には幾家行動全般についての

計数が含まれているから,利用方法に工夫を加え

ることによって幾家行動全般をとらえることも出

来るはずである。筆者がさきに試論の形で発表し

た研究は1),この種の接近への足がかりを求めた

*　この研究は,日本経済研究奨学財団の助成によ

る「離陸期経済における患家行動の分析」の一部とし

ておこなわれたものである。この研究のもととなった

わが国農家行動の分析および本論に示される分析の過

轟において,多くの方々の有益なコメントを得た。特

に,本研究所の石川滋,梅村又次,藤野正三郎教授,

台湾大学張漠裕教授,ソウル大学部英一講師の御助言

は,本論完成にとって不可欠な要素となった。また,

この論文に含まれる面倒な計算を御援助下さった本研

究所電子計算機室の方々,統計係詔氏には感謝の意を

表したいDいうまでもなく,本論に含まれる-かもしれ

ない誤りの責任は,筆者のみに帰するものである。

1)溝口敏行「農家経済行動の計量モデルの作成」

『経済研究』第21巻第4号, 1970年。

敏　行

ものであったO　この研究においては,農家がおこ

なっている生産,労働供給,消費・貯蓄行動等の

多面的な動きを, 1つの効用関数の極大をめざす

動きという形で統一的に把握しようというもので

あった。この論文は,この研究方法を台湾および

韓国へも適用し,各国における農家行動の特色を

発見しようということにある。

正直にいって,多くの開発途上国の中から台湾

および韓国が選択されることにいたったのは主と

して資料的な理由にもとずいている。日本統治下

の台湾および朝鮮においては,戦前のわが国の

『農家経済調査』にほぼ対応する形で統計調査が

すすめられていた。この伝統は戦後の台湾および

韓国にうけつがれ,台湾では『台湾農家記帳報

告』,韓国では『鹿家経済調査』の名の下で公表

されてきた2)。台湾では1964年以隠　また韓国

では1962年以降対象農家も本楯的な標本調査に

ょって選択されるようになり,内容的にみても近

年のわが国の『農家経済調査』にかなり近いもの

になってきている。このように詳細な農家経済に

関する綜合的調査は,少な、くとも開発途上国では

希少なものであり,分析の対象としてとりあげる

2)戦前の台湾については,台湾総督府殖産局の手
による『台湾幾家経済調査』が, 1923, 1934, 1938年

に発表されている。また,朝鮮の鹿家経済調査につい
ては,朝鮮総督府幾林局『農家経済の概況と其の変

遷』, 1940がある。戦後の台湾については,台湾省政
府鹿林庁編『台湾鹿家記帳報告』が,発表されている。

韓国については農林部『鹿家経済調査結果報告』が毎

年発刊されているが,一部の年次については,同報告
書を入手することが出来なかったので,経済企画院

『韓国統計年鑑』に示された同調査の数字も利用され

た。

3) 『鹿家経済調査』のような複雑な調査を遂行す
るにあたっては,かなりの教育水準が前提されねばな

らない。韓国および台湾は,このような条件が潤され
ている数少ない経済発展途上国である。
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価値は充分にある3)0

このように,台湾および韓国が分析の対象とし

てとりあげられたのは主としてデータのavaila-

bilityというやや便宜的な理由にもとずいている

ことは否定出来ないけれども分析対象期間の両地

域の経済をみると,それなりの興味ある時期にあ

ったことがわかる。台湾経済は1950年代中期よ

り本格的な回復にむかい, 1960年代に入って工

業化の方向へ大きく転換した。少なくとも, 1970

年までの台湾経済は着実に離陸の方向にあったと

いえる。この結果,農業セクターから工業セクタ

I-の労働力の流出は1968年頃より頭著となっ

ており,わが国における1950年代初期を思わせ

る状況にあった。かかるプロセスは,多くの開発

途上国が今後もたどる道と考えられ,この期問に

おける台湾農家行動の分析は,台湾経済そのもの

にはあまり関心のない人々にとっても興味ある研

究といえようo一方韓国農業は, 1960年代には

いってもなお不振の状況にあり,工業化政策によ

る労働力吸収の努力にもかかわらず,農業セクタ

ーにおける労働力過剰の状況はなお継続していた

と考えてよい。この面では,現在多くの低開発諸

国がかかえている共通の悩みをもっているといえ

よう。ただ韓国の場合,水利状況等から考えて農

業技術的には投資効率がかなり高い水準にあると

考えられる点で,他の東南アジア諸国とはことな
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っている。

このようにみてくると,日本,台湾,韓国の農

家行動の相違は,各々の発展段階に対応している

とも考えられる。もちろん,他の開発途上国が,

この3回を結んだプロセスを通るという何らの保

証はないけれども, 3国比較から得られる情報は,

それなりに他の低開発国の農家行動を検討してい

くうえで参考になろう。

[II]モデル

利用されるモデルは,さきにわが国の患家経済

行動の分析に使用したものを若干修正した算式で

あり,理論モデルは次の連立方程式系よりなる。

U-t芸,曇苫　　　(1.1)
0-F(G, La, K, M)　　　　　　　(1. 2)

Y-pfO-PmM+痴La+ F。+乞R-T (1. 3)

F-C+S　　　　　　　　　　　　　(1. 4)

L-La-rLw-tLo　　　　　　　　　(1. 5)

A-A(-1) +S{-1)十x(-i)　　(1. 6)

A-PgG+PkK+P。K。十R+PfKt　(1. 7)

x- lPk-Pt {-i)}Kl-1)

+ {pg-Pg(-1))育(-1)

+ {pf-pf(-1)}Kd-1)

+ {po-po (-1)}^o(-1)　　(1. 8)

これらの算式は,前論とほぼ同一であるので詳細

第1表　変数の定義

記　号　L単　位l　　　定　　　　　戒　　i　記　号

純資産巨

消費支出

経営出地

利子率

鮭業用【国定資本

出産物在庫

非農業用匿憤資産

家族総労働時間

虚業用労働時間(合雇用)

(家族貸金・俸給労働時間)

- (出業用雇用労働時間)

其佃労働時間

出業用中間投入

溢業生産額

消費者物価

l

母
昂
哉
㍍
為
月
ぶ
E
1
3
g
 
y
 
h
Q
ト
l
g

Z

位l　　　定　　　　　義

旅
轍
は
轍
轍
が
即
が
名
が
が
名

L
J
　
土
つ
一
手
　
土
1
一
ヰ
J

濃さ産物物価

土地価格

農業用資本価格

中間投入財価格

非幾業用匝l定資産価格

(金融資産) - (負債)

貯蓄

税

賃金率

資産利得

可処分所得

共他所得

Zの1年前の値

Zは外生変数

[注〕 1.名は名目価祐表示(日本;円,台湾:元,悼国:百ウォン),実は実質価格表示(デフレータ
ーのペースは1960年)

2. *は世祥貞1人換算であることを示す0

3.資&,負債は期首で定義。　4.韓国の賃金率は指数o
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なコメントはさける。ただ前論では,生産関数

(1. 2)が付加価値生産関数の形をとっていたが,

今回の計算では生産物そのものを説明する形の生

産関数が採用された。ところで,これらのモデノレ

に含まれる内生変数は　A,C,K,L,La,La,M,0,

R,S,X,Yの12ヶであり,目的関数Uを除く方

堪式の数は7ヶであるから,なお追加的な方程式

が5ヶ必要となる。そこでUを(1.2)-(1.8)の

条件の下で極大化してみると,

∂FjdLa-府!　　　　　　　　(1. 9)

∂F/∂K- (Ptf)lPf　　　　　　(1. 10)

∂F/∂M-PmjPf　　　　　　(1. ll)

∂U/∂ (cIPc) -∂U/∂t(S十A)!Pc} (1. 12)

∂U/∂(C/pfl) -- (i5/Pe)(∂U/∂L) (1. 13)

の5式が追加出来,各内生変数は決定される。

ところで,このモデノレを具体的に計測するには,

FおよびUに具体的な関数型を与えなければな

らない。ここでは, Fとして,コブ・ダグラス型

の生産関数

・ o/♂-Bi (L/G)α'W∂) >'(Af/♂)γ1

0<α <1, 0<β!<!, 0<γ1<1

(1. 2.a)

を,またUの形として

U-B2 (CIPc)当(S+A)/Pc+Bs}β (L+Bi) γ2

0<α:<1, 0<β:<1, ㌢2<-1 (1.1.a)

を想定することにした。ここで, Si,αi,βi,γiは

パラメーターである4)。 (1.2.a)を(1.2)のかわり

に使用された場合の(1. 3)-(1.51の形については

一般に広く知られているのでここではふれない。

(1.l.a)を(1.1)のかわりに使用し,若干の計算を

おこなうと, (1.13), (1.14日ま各々,

C/pc-al+61tYIPc) +cl{A/Pc) (1. 13a)

L-az+b2 (Clw)　　　　　　(1. 14a)

という形となる。 (1.13a)はしばしば消費分析で

使用される消費関数の形であり, (1.14a)ば一種

の労働供給関数とも解釈し得る形式をそなえてい

4)対数線型の効用関数は, 2次形式の効用関数と

ならんで広く利用されているものであり,特異なもの

ではない。ただ,純資産は0または負債もとり得るこ

と,また労働供給が0で効用が無限大となると想定す

ることは適当でないと判断されたため, Ss,Btを加え

ておいた。
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る。このような見方からすれば(1.12), (1.13)の

両式は,在来農家の消費関数,労働供給関数とい

う形でとりあげられてきた問題を,農業生産活動

と関連付けたより綜合的な図式の中で位置付けた

ものということが出来よう5)0

ところで,以上のモデルから決定される各変数

の債は「静学的」な均衡値であるが,現実の鹿家

行動の分析にあたっては若干の調整プロセスを導

入することが必要となろう。この目的のために,

(1.2)-(1.14)式より求められる均衡値はC*等

であらわし,実現価C等と区別することにするO

ところで, (1.2)は技術関係をあらわす式であり

(1.3)-(1.8)は定義式であるから,均衡低　実現

値のいずれについても成立しなければならない。

この点から考えると,調薬プロセスを導入し得る

可能性は5ヶの関係式に限定されることになる。

本論では計測上の配慮もあって以下のような関係

式を想定することにしたい。

lo壷{OIL) -al+61log (0*/L*主i (1. IS)

log {OIK) -a2+62log {O*/K*)-i (1. 16)

log (0/M) -tt3+&3log (O*IM*主(1. 17)

C-ai+hC*+ciC-1　　　　　(1. 18)

i-a.5+65i*+C5i-1　　　　　(1. 19)

ここで-1を付した変数はL -1)等と同様に1

年前の変数である(1.18), (1.19)に導入された

C_l,」-1はその変数の追加が統計的に有意である

場合についてのみ統計式に採用することにする。

以上のモデルを計測可能なような形にまとめる

と次のようになる。

log (O/G) -サ!+&! log (LI虐) +ci log (i?/∂)

+dl log (Mj∂　　　　　(2. 1)

log (OILa) -a2+h log (顔/Pf主　　(2. 2)

log (0/K) -as+h log (PjfilPf) -i　(2. 3)

log (O/M) -ai+h log (Pjpf) -i　(2. 4)

C/pc-a5+&5 {w/Pc) +05 {(PfO-PmM十Po

-チ)!pc} +d5(-4/Pc) +/5(C/Pc) -i (2. 5)

5)このような試みの先駆的論文としては‥鳥居泰
彦「経済発展理論と労働供給主体の均衡図式」 『(慶

応義塾大学)経済学年報』, 9, 1966がある。この論文

では農業生産関数,幾業労働需要関数,鹿家労働供給
関数の3式を,所得と労働に関する2次の効用関数の

極大という原理で統合しようと試みている。
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L-aa+h {Pc佃) +cs {(P/0-PmM+ア0

-チ)!p。} +d5{Alw} +c5L.1　(2. 6)

Y-pfO-P.机M+wLw+Y。+iR-T　(2.7)

Y-C+S　　　　　　　　　　　　　(.2. 8)

L-La-¥-Lv)-¥ Lo　　　　　　　　　(2. 9)

A-A{-1) +S(-ll+x(-1)　　(2. 10)

A-PgG+P!cK+R+KIPf+P。K。.  (2. ll)

x- {pk-Pk {-l)}K(-1)十{P,-P, (-1)}

G{-1) + {Pf-Pf{.-!)}Kji-1)

- {p。-p。 (-1)}K。 (-11　　(2. 12)

このモデルを分析に利用するにあたって生じ得る

1つの問題点は,このような合理的な経済行動モ

デルがはたして台湾,韓国のような過剰な労働力

の下で成立し得るかということであろう。例えば,

低開発理論においては,一定以上の労働過剰が発

生している条件の下では,伝統部門において

(1.9)式で示されるような限界原理は成立しない

と主張されているものもある。このような主張が

事実であるとしても,このモデルは予想以上に弾

力的である。すなわち,生産関数(1.1)に含まれ

る特定の要素, -例えば虚業労働時間-が外

生的に与えられた場合でも,われわれのモデルは

そのまま成立し,推定式の一本-この場合には

(2.2)-　　の決定係数が0となるにとどまる。こ

のような見地からみれば,われわれのモデルの推

計は,後進国開発理論の通説をチェックするうえ

からも有効な役割をはたすことになろう。

ロII]データと計測方法

次に,計測に使用されたデータの性質について

述べておこう。本論が目的とした計測は基本的に

は時系列分析である。ただ,平均値についての時

系列分析がおこなわれた場合,わが国のデータに

ついては多重共線性が発生するし,台湾,韓国の

時系列が短かいことから6),あまり充分な成果は

期待出来ない。これらの点を考慮して,前論と同

6)戦後の台湾,韓国における農家経済調査は,戟

前のわが国の場合と同様, 「代表標本調査法」によっ

てすすめられてきた。この調査法が全面的に改正され,

本格的楳本調査による報告がおこなわれているのは,

本論の対象期間のみである。
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様にクロス・セクションeデータと時系列データ

を「プール」することによって,計測をすすめる

ことにした。

まず,日本については1953-66年度の『農家

経済調査』の全府県データを経営面魂別に5階層

に集計したものと7),それに北海道平均を加えた

6階層としたものの2種について, 12年のデー

タにモデルをあてはめることにした。この場合階

層間には当然差があるから,階層間差をあらわす

代理変数がモデルに導入される。 1962年以降の

韓国の農家経済調査の階層区分は,わが国の全府

県デ-タと極めて類似している8)。そこでモデノレ

の計測にあたっても　1962-68年の5階層デー

タを利用することにした9)0

台湾の農家経済調査のうち1964年以降のもの

については,経営面積規模別のデータを得ること

が出来る。しかし台湾の幾業は地域別にいちじる

しい差があり,特に米作,果樹,茶作地帯の相違

ははげしいとされているから,採用されるべきク

ロス・セクション・データとしては,経営面積別

の数字よりも地域別のものが優先したほうがよい

と考えられる。このような考慮から,台湾につい

ては1964-68年の8地域データを利用すること

にした10)。なおわれわれのモデノレでは,時差1の

変数が含まれているため,対象年は1年分だけ少

なくなる。

台湾,韓国の農家経済調査は,ほぼわが国のも

のと同じ形式をとっているので,盛業資本推計以

7) 1957年度以降は6階層となっているが,これ
を1956年以前の5階層に再編成した。接続の方法に

ついては,一橋大学経済研究所統計係『鹿家経済調査

調整系列』(部内資料)参照。

8)韓国の鹿家経済調査は,全裸本を下記の経営面
積区分で集計している　I. 0.5町未満, n. 0.5-1.0

町, m. i.0-i.5町, IV. 1.5-2.0町, 2.0町以上。

9)韓国の農家経済調査をみると, 1964年の幾業

労働時間が全階層にわたって異常に低い値を示してい
る.このため, (2.1), 2.2),(2.6)については,この

効果を除去するための代理変数も導入されたo

10)台湾の鹿家経済調査で採用されている鹿区区
分は次の通りである　(1)南部水稲両作区. 2北部水

稲両作区. (3)中部水稲両作区. 4)茶作区. 5)西南

部混作区. (6)西南部輪作庶作区. (7)香蕉風利区,
(8)東部混作区。
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外については詳細なコメントは必要としないO　台

湾の調査では,資産・負債について期首の調査が

おこなわれているだけであり,フローとストック

をバランスさせた形の勘定体系にはなっていない。

このため台湾については,前論_でわが国の農業資

本推計についておこなったような方式,すなわち

特定基準年次をベースとし,毎年の実質投資をつ

み上げていく方式を採用することは出来ない。そ

こでやむを得ず台湾については農業用資本デフレ

ーターを別個に作成し,期首農業用資本金額を実

質化することにした11)韓国の鹿家経済調査は,

わが国の形式とほぼ同一である。しかし,分析対

象期間に生じた物価上昇はかなりはげしいもので

あるので,わが国の場合より慎重な作業が必要と

なる。このため,本論では資本項目別に各年期首

の実質額を推計し,それを指数化することによっ

て実質農業用資本を推計した。このため発生した

フロー勘定とストック勘定の誤差(それほど大で

はない)はガに含ませている。

中間投入のうちかなりの比重をしめるものに種

子がある。ただここでは,金肥等の効果を主とし

て分析したいことに力点をおくため種子代は生産

額および中間投入に加えていない。同様の問題は

自給肥料についても存在するので,一応自給肥料

を除いた場合について台湾について計算をおこな

ってみたが結論に大差がなかったので自給肥料は

中間投入に加えた12)。

次に,モデルの計測方法に?いて若干のコメン

トを追加しておこう。式(2.1)-(2.121は(2.1)式

を

log {01G) -ai′+al′ log (LjO) +ci′ log (KIO)

+d/log(MO)+6i't . (2.1.a)

と変形することにより逐次モデルに変型すること

ll)台湾の鹿家経済調査における大動物のとりあ

つかいはかならずLも明瞭ではない。 「固定資本」の

定義においては,大動物がはいっているが計数を追っ

てみるとどのように処理されているのか明瞭でない。

ここでは,,『台湾幾業年報』の数字と農家経済調査に

含まれている「蓄力使用時間」をリンクすることによ

って固定資本に大動物を追加している。

12)韓国のデータの場合には,購入肥料と自給肥

料を分離することが出来ない。
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が出来,通常の最小二乗法が通用出来るはずであ

る。ただ,通常の生産関数分析と関連付けるには

(2.1)をそのまま計測したほうが便利であるので,

ここでは(2.1)を直接計測した。またクロス・セ

クション・データと時系列データのプールにあた

っては,回帰係数の同一性をたしかめるための共

分散分析も考えられるが,ここではダミー変数の

導入に作業を限定している。次に問題となるのは,

階層別・年別に標本数に若干の相違があることで

ある。しかし,その差は推定結果を決定的に左右

するほどには大ではないので,標本数による加重

はおこなわれていない。通常の回帰分析では,ま

ず重相関係数の大きさにしたがってモデルの信頼

性が検討されるが,われわれの場合重禰関係数が

主としてダミー変数によって高められているよう

な状況は好ましいものではない。このような理由

から,ダミー変数のみよりなる回帰分析結果を対

立仮説とした時,われわれのモデルが有意である

かどうかをF検定で確かめ,重相関係数の分析

にかえることにしたO　なあ　紙数の制約上,農家

経済行動の階層間差,地域間差の分析は今後にゆ

ずることにし,定数項およびダミー変数について

の計測結果は以下では省略されている13)。また,

国家間此校を容易にするため,必要に応じて「平

均値における弾性値」をも併記していくことにし

たい。

[IV]計測結果の解釈

以上の準備の下に,各関数を計測してみると第

2表が得られる。モデノレの中には,計測結果を考

慮して一部変更したものがあるので同表の利用に

あたっては脚注を同時に参照されたい。ところで

第2表に示されたモデルで中心となるのは,農業

生産関数である。在来のわが国の研究をみると,

虚業の生産関数をクロス・セクション・データで

計測した場合には比較的良好な結果が得られるが,

時系列データより計測した結果とはかなりことな

ることが知られているし,同様の傾向は台湾e韓

13)われわれの計測には代理変数が使用されてい

るので,そのままの形では定数項の大小を論じるのは

適当ではない。
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第2表　モデノレの計測結果

経　　　済

注: (1)日本[I]は全国,日本en]は全府県(2)対数はEl然対数O

(3)Fはダミ-変数を除く部分の税明力に関するF検定を示し,

**は1%有乱　*は5%有意であることを示す。 (4)( )内は計

測値の標準偏差, [ ]は平均値における弾力性を示す(6)台湾

の(2.3)式は,時差をつけずに計測した0

回についても見出される。更にわが国の場合につ

いては建物を資本に加えるかどうかによってかな

り計測結果がことなることもわかっている。第2

表の結果を過去の研究と此較するには,基本的に

は時系列生産関数であり,資本の中には建物が含

まれていない点を考慮しておく必要があろう14)

研　　　究 yol. 23　No. 3

また,第2表の計測結果には技術進歩をあらわす

トレンド項が除かれている。これは台湾および韓

国の係数に良好な結果が得られなかったので,比

較可能性を考慮してその回帰係数を日本について

も0として計測をすすめた。このため,日本につ

いての生産関数は若干のバイアスをもっている可

能性がある。

ところで,第2表の結果によれば,台湾,韓国

について間接的に計測される土地の生産弾力性が

かなり大であるのに対して,わが国のノ土地の弾力

怪は0に近い値を示している。後者の結果は,日

本の『鹿家経済調査』を利用した時系列分析では

しばしば見出されるところであり従来の悩みのた

ねとなってきていた15)。し示し19S0年代中期以

後の日本の農家収入の増加が,耕作面積の増加に

は大きく依存せず,畑地の水田への転換,畜産収

入の増加,園芸作物収入の増加等にもとずいてい

たことを考えれば,それほど奇異なものとはいえ

ないかもしれない。これに対して,台湾・韓国の

実質農業生産はなお土地に多くを依存しているO

次に労働,資本の弾力性をみてみると,台湾,韓

国問に興味あるコントラストが見出される。すな

わち,労働の弾力性をみると,韓国,日本,台湾

の順となっている16)。台湾の1968年までの幾業

では,主として耕地面積が細分化されていること,

非農業部門への就業機会が此校的少なかったこと

から,かなりの労働投入を前提とした生産形態が

とられ,労働の弾力性はかなり小さい値を示す状

14)第2表の生産関数と比較的近い計測結果とし

ては,商売進・石渡茂「生産関数と技術進歩」, 『経済

研究』,第20巻第3号, 1969年がある。ただ,同論

の計測は経営面積階層別におこなわれているので,第

2表とは直接対比はおこなえない。

15)　日本の場合においても,クロス・セクション・

データから算出された生産関数の土地の弾力性はかな

り大きな値を示す。わが国の実証分析で,クロス・セ

クション生産関数の一部のパラメータを時系列分析に

利用しようとする試みもあるが,その種の分析結果に

は非常に大な危険を覚悟する必要があろう。

16)台湾の患家経済調査においては,農業労働投

入は労働EIの形でしめされており,間接的に農業労働

時間の値が計測されているにすぎない。台湾の生産関

数の労働の弾力性が低く出る1つの理由は,このよう

なデータ上の理由にもとずくのかもしれない.
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況にあったと考えられる17)これに対して,韓国・

においては戦前より貴業人口の流出がみられてお

り,労働力に関する限りかなり大きな弾力性を示

し得るような生産技術が採用されているようであ

る。更に,近年顕著となった土地の大規模農家-

の集中傾向も,この現象を促進する要因となって

いると考えられる18)

資本の弾力性は,予想されたように日本,台湾,

韓国の順となっている。日本の場合,資本の主た

る効果は労働節約的な農業機械によるものである。

それに反して台湾の場合,その主体は大動・植物

の効果を示しているようである。中間投入財の弾

力憶は3国においていずれもかなり高い水準を示

している。この点では,台湾,韓国ともに東南ア

ジア諸国に比較してかなりすすんだ技術水準にあ

ることがわかる。第3表には,この弾力性と平均

生産性を組み合せて,各要素の限界生産力を計算

してある。ただ,資本,中間投入財,農産物は貨

幣表示で示されているので,価格データを用いて

実効購買力平価を別に計算し日本円表示で示して

おいた19)。しかし,同表の吟味は,紙数の制約上

これ以上立ち入らない。

次に(2. 2)-(2. 4)式の計測結果の吟味をおこな

ってみよう。これら3式についてのbi{i-2,3,4)

の値は,鹿家の行動が合理的で反応速度が高く,

かつ説明変数としてとられているデータが適切な

場合には1の値をとるはずである。しかし,農家

17)喪家経済調査を利用した生産関数の計測は,
台湾の経済学者によってすすめられてきているが,労
働の生産弾力性は概して低い結果を示している。これ

らの研究については李永彰「董漕盛業剰徐発動之研
究」, 『董漕銀行季刊』,第21巻,第4期, 1971参照。

18)経済企劃院『韓国統計年鑑』の数字によれば,
3町以上の農家の全農家にしめる比率は1961年で0.26

%にすぎなかったのに対して, 1968年では1.58%に
増加している。一方, 3町以上農家の平均面積は,

1961年では3.6町, 1968年には4・0町に増加している

のに対し, 3反未満農家の平均面積は0.24町から017
町へと減少している。台湾においては,意地保有につ

いて法的制限があり,わが国においても農地法上の制

約が強かったため,韓国にみられたような土地の集中
化はみられなかったようである。

19)労働投入は時間で計測されているため,実効
購買力平価は利用しなくても限界生産力は計算出来る
が,参考として平価も第3表に示しておいたo

第3表　限界生産性の比較
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単位

限界生産性
通貨単位換算率
(1円当たり)

日本[Iコ
台湾匝 国

台湾韓国

土 地

資 本

労 働

中間投入

a

円

時間

円

7.587

0.326

19.605

1.057

56.461

0.400

18.054†

].49B

27.176

0.513†

63.671

3.273

元
0.0748

0▼0478

0.1150

ウォン
0.5580

0.3222

0.9524

戯産物 .円 M
I l l

0.0617 0.3438

[注] 1965年の過食換算率のIMFレートは1円-0.1111充, 1円
-0.7507ウォンである。 T印は統計的に有意でない値から推定。

の行動に時間的なおくれが発生したような場合に

はbiの値は1より小となるであろう。また逆に,

(2.2)-(2.4)式の右辺の此率がトレンド的に変化

した場合,農家はその将来を予想して早めに行動

をすることになるから, biが1より大となる可能

性をもっている。また,これら3式の右辺にとら

れた各変数は代理変数的色彩がこい。例えば,わ

が国の場合Wとして建設労務者の賃金が利用さ

れているけれども,鹿家の労働時間配分を決定す

る賃金率は各種の賃金率の合成変数W′であるO

いまWとW'の間に

Iog w′-α+βlog w

の関係があるとすれば, hは当然1より偏差をも

つであろう。

これに加えて,戦後のわが国においては,農業

用資本,中間投入財の分野で新製品の開発がおと

なわれたことに配慮する必要がある。小型耕運擬

や除草剤はその典型的なものであり,その開発が

OK,OMの引きさげにトレンド的な効果をもっ

たことは否定出来ない。このような配慮から,

(2.3), (2.4)の日本の式についてはトレンド項も

追加することにした。

このよう′に, biの性櫓はかなり複雑なものであ

って,計測結果の解釈には慎重な配慮が要請され

る。それにもかかわらず,第2表の計測結果は,

興味あるコントラストを示している。すなわち,

わが国についてのbiがすべて1に近い債を示し

ているのに対して台湾,韓国についての有意な値

はいずれも1より小さな数値を示している.更に,

韓国ではb3が有意ではないことにも挫意が必要

であろう。

これらの事実のうち,わが国の患家行動を説明
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する重要な鍵として,兼業労働形態の変化に着目

する必要があろう。本論が対象とした期間におい

ては,日本農家の幾外労働は, 「臨時雇用的就業」

から「常雇用的就業」への大きな転換をみせてい

る。この転換の動機は2着の就業形態問に存在す

る貸金格差であるが,この効果は第2表にはおり

こまれていない。このような転換は,当然盛業労

働時間の急速な減少をもたらす(2.2)式の弾力

性が1より大となるのは,以上の事態を考慮した

場合一応納得出来るであろう。このような「過

度」の幾業労働時間の減少は,当然の結果として

「過度」の資本投下を要求することになる(2.3),

(2. 4)式の背後には労働節約的な投資-例えば

農業機械,幾薬投入-があることが考慮される

必要があろう20)

台湾,韓国の(2.2)式は有意な値を示している

が,この背景はわが国の場合とは若干状況がこと

なるようである。台湾の場合1968年頃より非

農業部門に雇用による賃金収入の増加がみられる

が,それ以前においては農業労働が主体であり,

その収入の全農家収入にしめる比率にはそれほど

の変化はない.むしろ非農個人営業にもとずく所

得の増加が1964-67年間においてはいちじるし

い。しかし非薦個人営業に対する労働力の配分は

間接的には賃金率を介しておこなわれるであろう

から(2.2)式にはそれなりの意義は認められるけ

れども,日台間における実態の相違には充分着目

される必要がある。韓国においても,非農個人営

業の役割は農業雇用労働とともに高い。それだけ

でなく前者の存在は,後者の賃金率決定にも多分

にかかわりがあるようにも筆者には思われるo　し

かし,ここではこの議論には深く立ち入らず,

(2.2)式のもつ意味の相違を指摘するにとどめた

い。

韓国において(2.3)式が有意でないのはそれな

20)わが国の農家行動には,本文のような「経済

学的」理由のはかに,デモンストレ-ション的な効果

も存在していると指摘されてきたO例えば虚業機械の

稼動率は決して高くないといわれているし,蔑薬投入

にも過度な使用が指摘されているO　しかし,この事情

は,より根本的な動機である経済合理的な行動の仮説

を否定するほどのものではない。
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りの理由がある。近年,台湾および韓国において,

農業機械の導入がおこなわれるようにはなってき

ているけれども,その結果いちじるしく農業労働

時間が節約されたり,農業の生産性を増大せしめ

る水準にはなお遠いようである。事実,韓国にお

いては,生産関数における資本の弾力性は有意で

はない。台湾の生産関数では,資本の弾力性は有

意であるが,その主因は大植物,大動物の効果に

よるようである。大植物,大動物の導入には,長

い反応時間を必要とする傾向があり,この事実は

b3の低さの意味付けを可能としよう。(2.3), (2.4)

式のbiはいずれも1より小である。ただ, b2の

値が韓国において1に近く,台湾ではかなり低い

値を示していることは注目されよう。

{2.S),(2.6)式のパラメーターは,本来効用関

数の形に依存しているものであり,その係数の比

較から簡単に結論を導くことは出来ない。ただ形

式的にみた場合,貸金労働時間の決定に大きな役

割をはたすと考えられるWに関する係数h,hと,

農業所得に関連あるc5,cォの係数が,日本・台

湾・韓国間において嫡達しているT・とが注目され

る。まず消費関数に対応する(2.5)式を検討する

と次のような事実を見出すことが出来る1950

年代以降,急速な兼業化が進行しているわが国に

おいては,兼業化の程度が消費行動にかなり決定

的な役割をはたしていることは,在来からしばし

ば指摘されていた21)このような家計の効用関数

が,農業を依然として主体とする台湾・韓国の農

家のそれとことなっているのはむしろ当然といえ

よう。

家族労働の供給には,当然過去の供給パターン

に依存することが予想され,日本,台湾の推計結

果はこの事実を裏付けている。また,日本,韓国

の労働供給が実質賃金の減少関数となっているの

に対して,台湾のそれは逆の結果を示している。

これらの詳細な吟味は,将来にまつことにした

い。

21)例えば　Toshiyuki Mizoguchi, Peγsonal

Savings and Consumption in Post-war Japan, Km-

okuniya I〕ook Store, 1971, Part II参照。
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第4表　外生変数の変化に対する内生変数の反応(2時点後)
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[注] 1.外生変数のうち,利子率に関する結果は,虚業資本価格の結果と大差ないので省略した0
2. a軽質額のデフレ-タは次の通りであるo機業生産:尤Ei産物価格,虚業用資本:資本財価胤中間投入:中間投入財価格,出家可処分所得;

消費者物剛旨数,家計消費:消費者物価指数0
3, Bは戯産物価格を1%,消費者物価を0.5%上昇せしめた状況を示すOまたFはBの状況に加えて賃金が1.2%上昇した時の値を示すo

[Ⅴ]モデルの綜合的比較

以上みてきたように,日・台・韓三国の鹿家経

済行動をあらわすモデルの問には,個々の方程式

の推計結果間においてかなりの相違があることが

明らかとなった。しかし,これらの方程式は, (2.

7)-(2. 12)式に示された定義式と複姫にからみあ

って,農家の行動をあらわしているわけであるか

ら,鹿家行動の動向をみていくためには,これら

の相互依存関係をも同時に考慮した分析がおこな

われなければならない。

ところで, (2.1)-(2.12)式は,線型,非線型

の定差方程式が入りまじっている方程式であるか

ら,その性格を数学的に解析することはかなり困

難である。このような目的のためには,電子計算

機を利用したシミュレーション実験が有効な役割

をはたすことは5,たがいない。ただ,本論のモデ

ルがなお改良の余地を残したものであることから,

本楯的シミュレーション実験は将来にゆずり,こ

こでは比較的簡単な計算で,各国のモデノレの性格

を明らかにすることにしたい。

第4表は,このような目的のためにおこなわれ

たものであるo　同様の数字は主要な外生変数を1

%増加させたとき,各内生変数がどのように変化

するかを弾力性の形で示したものであるO　この場

令,われわれのモデノレは時差1をもったモデルで

あるから,外生変数の変動効果のおよぼす効果を

知るには,少なくとも2時点後の効果がみられな

ければならない。より本格的には,無限時点後に

おいて,その変化が収れんするのか,発散するの

かについても吟味が走こなわれる必要があろう。

ただ,後者の問題は組織的なシミュ′レーション実

験なしではおこなうことが出来ないので,ここで

は前者の試みにとどまっている。

このような作業をすすめる場合に生じる1つの

疑問は,外生変数が各々独立に動かし得るかとい

うことであろう。元来外生変数は相互に依存しあ

っており, 1変数の動きは伯の変数に影響を与え

ることになる。土の情況は農産物価樽と消費者物

価の関連で最も顕著にあらわれるであろうo　この

ような配慮から,農産物価格の変化の分析にあた

って,遵産物価格のみを11%上昇させたもののほ

か,農産物価格と消費者物価の関連をも考慮した

実験がおこなわれているし第4表B参照)0
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モデルより明らかなように,弾力性は説明変数,

被説明変数の大きさに依存して変化する。ここで

は計算に利用された期間の最終年-日本につい

ては1966年,台湾・韓国については1968年-

の全国平均値における弾力性を示すことにした。

第4表をみると,外生変数に対する幾業生産に

関連ある各内生変数の反応の度合は,日本におい

てもっとも大であり,韓国,台湾の順となってい

る。この現象を形式的にみれば,生産関数(2.1)

の推定結果に大きく依存している。すなわち,

(2. 2)-(2. 4)の弾力性bt(i-2, 3, 4)が同一の場合,

(2.1)式の6i,ci,dァの合計値が1に近いほど外生

変数W,Pf等に対する0の反応は大となる22)し

かし,実態的な見地からみても,第4表の結果は

かなり納得的なものといえる。すなわち1950-

1960年代の日本の農業では,経済の発展にとも

なう急速な兼業化が進行しており,農家の行動に

も大きな転期がみられた時期である。これに反し

て韓国の1960年代農業は,かなり困難な時期に

あった。都市の失業率が非常に高いにもかかわら

ず,農村人口の流出がみられるのは,このような

背景に由来している。かかる状況下では,日本の

場合とはややことなった動機から経済合理性が要

求されることになる。一方,台湾鹿家の生活水準

は,戦前と,比較しても,都市生活者と比較しても

それほど惑い状況にあったとはいえない。このよ

うな状況下では,外部経済の動向に対して比較的

ゆるやかな反応を示したとしてもおどろくにはあ

たらない。ただ,本論が対象とした時期は,台湾

の工業化にともなう農村人口の流出が開始された

初期にあたっており　1969年1970年のデータ

を加えて計測すれば若干の変化も見出されること

が予想される。

ここで,各外生変数に対する内生変数の動きを

若干検討してみよう。まず農産物価格Pfに対す

る農業生産量0の増加は,日本において最も高く

ついで韓国,台湾の順となっている。しかし,濃

22)わが国の生産関数では,技術進歩をあらわす

トレンド項を除いたため,各弾力性ol,Ci,rfiがやや大

となっている傾向がある.このた妙,内生変数の反応

も多少大きめに出ている可能性はある。
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家可処分所得に対する反応をみると,逆に台湾の

値が最も高く,韓国,日本の順となっている。こ

れは,農産物増産のために労働力が兼業部門から

引きあげられる結果,日本・韓国では兼業収入が

大幅に減少するのに対して,台湾においては兼業

収入に依存する度合が在来少なかったために可処

分所得の引き上げ効果が大となっている23)

これと関連ある結果が賃金引き上げにも見られ

ることは興味深い。賃金の引き上げは,いずれの

国においても(1)農業生産を減少せしめること,

(2)兼業労働時間を増大せしめること　(3)その結

果農家可処分所得を増大せしめること,の3点で

は共通の動きを示している。ただ可処分所得の増

加率の面でも台湾の値が最高値を示していること

は注目に値しよう。日本の値は台湾についで高く,

薦産物価格の場合と類似した帰結が得られている。

韓国の値はほぼ0とみなしてさしつかえないであ

ろう。

この2つの計算結果を対比した場合,各国農業

の特性を読みとることが出来る。日本の喪家行動

は典型的な兼業型といえよう。すなわち,日本の

農家行動が前提された場合,幾産物価椅上昇は農

家所得の上昇には直結せず,鹿家の所得水準の上

昇は賃金上昇の結果もたらされる兼業収入の増大

に依存することになる　1960年代のわが国の幾

業政策は,都市賃金の上昇を若干おくれて追いか

ける形で農産物価格を引き上げる形ですすめられ

てきたが,農家の兼業化が急速に進行したのは周

知の事実である。韓国に関する結果をみると,資

産物価椿の引き上げ,賃金上昇とも所得の上昇に

大きくは貢献し得ないことは,韓国農業が現在お

かれているきびしさをあらわしているともいえよ

う。ただ相対的にみた場合,幾産物価櫓の上昇の

ほうが農家にはより有利にはたらいており,韓国

の農業政策の方向にヒントを与えている。それと

23)　この計算にあたってLwに貿労働以外の兼業

労働をも含めることにしたO　これは,韓国・台湾にお

いて賃労働以外の兼業がかなり貸労働と代替関係がみ

られると想定されることに由来している。日本におい

ては,このような傾向はみられないが,兼業労働時間

の比率はそれほど大ではないので形上式同じ処理をお

こなった。
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同時に,肥料を中心とする中間投入財価格の引き

さげもまた,韓国農家の所得増大につながり得る

ことにも注目される必要があろう。台湾の農家行

動は, 3国の中で最も将来性に富んだものである.

既述のように,台湾の虚業ではかなり多量の労働

力が投入されており,その限界生産力は此校的低

い。したがって,賃金の上昇と雇用機会の増大は,

兼業収入の増大という形を通じて農家所得の向上

に貢献するであろう。事実1968年以降にみら

れる薦業労働力の工業セクター-のシフトはこの

現象に対応しているとみなすことが出来よう。一

方,台湾蔑業における資本や中間投入財の生産性

はかなり高いから,貴産物価棒の上昇は主として

これらの要素の活用によって農業所得の増大をお

こなうことが出来る。このような見方からすれば,

現在の台湾の農家行動はかなり且exibleな形態に

あり,今後の経済政策の動向によって多様の進路

が予想されよう。

pk,i, Pmの農業投入要素価格の変化に対する

反応は,前記2変数に対するほどには明瞭ではな

い。これらの要素価椿の上昇は,当然農業生産の

低下と兼業労働時間の増加をもたらす。ただ,こ

こで興味がもたれるのは,韓国のPnを除けば各

国とも鹿家可処分所得にはわずかな影響しかあら

われていないことである。見方によっては,これ

ら要素価格の上昇もまた兼業化促進の重要な要因

となり得ることが示されている.例えば,韓国に

おいては　PJPfは1960年代初期においても上

昇傾向にあったが,この要因も韓国農業の停滞,

兼業化の動向を説明するにあたって考慮される必

要がある。逆に,日本においてw/Pfの上昇にも

かかわらず幾業がなお存続し得た背景にはPm!

pf,p*lpfの低下があったことも認識される必要

があろう。

現実的分析の見地からより興味のもたれる1つ

の試みは,上記のような変化が複合的に発生した

場合の農家行動の対応であろう。第4表には,そ

の1つの例として農産物価格Pfが1%と賃金率

ulが同時に1.2%上昇した場合の計算が例示され

ている。わが国の主要農産物の価格水準が,都市

勤労者の名目賃金率の変化を基準に若干のおくれ
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をもちながら決定されてきたこと　1960年代後

半の台湾の農産物価の上昇率がかなり名目賃金率

の上昇率と類似していることから,このような試

みは例題以上の意義を有している。ところで,寡

4表の結果によれば,台湾の患家可処分所得は大

幅な上昇を示し,日本の値はこれについでいる。

韓国の可処分所得も増加はするがその率は他の2

ヶ国よりも低い。更に,貸金と貴産物価格の成長

率の差がこの程度である場合には,兼業化はほと

んど進行しないことにも注目する必要があろう.

第4表に示された消費等の内生変数の動向には注

目すべきものがあるけれども,紙数の制約からこ

の検討は将来にゆずりたい。

[VI]結　語

以上展開してきた分析は3国間に存在する幾家

経済行動の相違をモデルで解明するための第1歩

にすぎない。本論で採用されたモデル自体なお改

良の余地を残している。また, [VIで展開され

た若干の計算の解釈も,主として紙数の制約から

充分にはおこなわれていない。また,モデルの綜

合的な解明のためには各種のシミュレーション分

析が必要となろう。本論のような分析と併行して

戦前戦後の, 『農家経済調査』を利用したクロス・

セクション分析や,戦前データとの対比も興味あ

るテーマである。これらについては今後の研究に

待ちたいと思う。

(一橋大学経済研究所)

[追記]本論完成後,韓国幾家の生産活動につ

いての興味ある下記の論文が発表されていること

を知った　Soon Choogh, "Growth of Product!-

vity in Agriculture and Its Implication to

Agricultural Policies, The Seoul National Uni-

versity Economic Review, Vol. IE, No. 1, 1969。

この論文では,人口が大な韓国の幾村で何故に労

働の限界生産力が0とならないかについて論述が

おこなわれている。この仮説は,将来本研究を改

良していくうえで有力なヒントを与えているよう

に恩われる。


